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　本研究では、ロボット技術による地域産業振興を目指し産業施策や地域
振興施策などを複合させた産官学連携プロジェクト「WABOTHOUSEプ
ロジェクト」について、その設置から終了までのプロセスを通史的に記す
ことを目的にし、その中で本稿は主に開始期から中問点となる愛知万博の
開催された2005年頃までの状況を追いながら、筆者が関わったプロジェ
クト上の課題や直面した問題点などを検討する。そして、今後同様の地域
社会を巻き込んだ産官学連携プロジェクトが出てきた際の参考になるべく
提案をするものである。
1．プロジェクトの立ち上がり
本プロジェクトについては岐阜県庁より早稲田大学ヘロボット技術によ
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る地域産業振興プロジェクト参加への要請依頼があり、2000年より準備
委員会を学内に設置し構想と実施計画についての調査研究を行った。そし
て企画提出の上2001年11月に協力協定に調印し、同年12月1日より早稲
田大学内に「早稲田大学WABOT－HOUSE研究所」が設置され、岐阜県各
務原市の「テクノプラザ」本館内に岐阜研究所を置くところから本プロ
ジェクトはスタートした。
　早稲田大学は義手義足の開発に始まるロボット研究の先進的研究拠点で
あり、人間の機能をロボット技術により代替するという研究は1960年代
から進んでいた。1973年には「日本ロボットの父」と後に呼ばれる加藤
一郎教授（当時）の研究グループにより世界初の人工知能を搭載した自律
型二足歩行ロボットの開発に成功するなど、世界的にもロボット研究の先
進的な大学として知られていた。
　片や岐阜県は各務原市に研究開発拠点としてテクノプラザを1998年に
設置し、ITとモノづくりの融合技術の核として、地域産業の高度化・情
報化および新産業の創出を目指してきたが、それら実現のためにはロボッ
ト技術が欠かせないと岐阜県は考えた。テクノプラザでは地域における既
存産業の高度化を目指しており、ロボット研究が盛んな早稲田大学との連
携に踏み切ったという背景がある。
　この協定は内容としては包括協定であり、岐阜県は資金と研究環境の提
供を行い、早稲田大学は研究者の派遣と岐阜における研究事業の展開を行
い岐阜県における地域産業の振興に寄与するというものであった。そして
この協定に則り相互が準備を進め、2002年春より早稲田大学からまず研
究員1名（客員研究助手）が岐阜研究所へ派遣された。
　名称の早稲田大学WABOTHOUSE研究所であるが、WABOTは「Waseda
Robot」の略で早稲田大学でロボット研究の当初からつけられているネー
ミングであり、また今回のプロジェクトはロボットと人間の共生という観
点から「場」という意味でのHOUSEを追加して「WABOT・HOUSE」と
いう名称となっている。
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　プロジェクトとしては岐阜県が研究資金を負担するがそれに加えて積極
的に国などの競争的資金を獲得して研究の枠組みの拡大を目指し、テクノ
プラザにおいて一大ロボット研究拠点を設け外部からの企業誘致にっな
げ、最終的にはテクノプラザが研究機関やロボット研究企業の産業集積地
となることを目指すというのが岐阜県の考える道筋であった。年間予算が
4億円で5年間の契約、施設建設費用も含め総額20億円という規模、さ
らに基本計画は10年ということもあり本プロジェクトは開始当初に多く
のメディアにより報道され、岐阜県と早稲田大学とのロボット研究の関係
は注目を浴びてゆく。
　その点では本プロジェクトは岐阜県としては早稲田大学の研究機能の誘
致に始まる、大規模な産業振興、企業誘致など諸施策の融合した拠点整備
企画として立ち上がったといえる。
本プロジェクト概要は以下の通りであった。
「WABOTHOUSE研究所の目標とする課題は、大きく二つからなります。
①人間・自然環境と共創するロボットコミュニティに関する研究（ロボッ
　ト・シティの研究）
　私たちの生活にロボットが入り込んで共に生活する時代が来たなら、ど
ういうことが起こるだろうか、という観点からロボットと共存する社会シ
ステムや社会技術の設計原理を構築することを目的としています。
　この研究ではロボットで構成される家族、住まい、そして地域（コミュ
ニティ）が形成されることを構想し、これらが人間の住む社会と整合的関
係を図るために必要となるロボット技術について総合的に研究することに
特色があります。
　先端的なロボット開単体の発に留まるのではなく、人間とロボット、自
然環境とロボット、建築とロボット、ロボット群などのコミュニケーショ
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ンにっいて研究を展開し、ロボットによる人間の社会的諸活動の支援、健
康福祉の支援をするシステムなどを確立します。これは、「ロボットによ
る場づくり（ロボット・シティ）」なのです。
　本研究所ではその象徴的存在として、「ロボットのためのロボットによ
るロボットのハウス」としてロボットの住む家、ロボットと人間が共に住
む家、そしてそれらを監視する人間の家のそれぞれについて研究・設計を
行い、順次研究所敷地に建設を行います。
②地域におけるロボット産業創出のための共創的コーディネーション技術
　に関する研究
　研究機関が研究している成果をものづくりの現場での実用化に結びつ
け、新しい市場を創り出すためのコーディネーション原理を構築すること
を目的とします。
　この研究では、生産現場の実状を実践的に調査研究し現場の二一ズを把
握するとともに、研究機関におけるシーズ的研究を二一ズ化する橋渡しが
できる人材育成技術について総合的に研究します。
　一例として、早稲田大学のヒューマノイド（人間型ロボット）研究など
において、これまで開発されてきた要素技術（センサ、アクチュエータ、
コントローラ、機構・構造部品）をモジュール化し、産業界で幅広く活用
する方法を検討します。
　さらにものつくりの現場に適合するロボット技術の導入方法にっいても
個別的に研究します。研究所が新しい産業を創出するインキュベータ機能
を発揮するために、研究拠点と生産現場を繋いで様々なコミュニケーショ
ンを取ることが出来る遠隔地間インタフェース技術について、ロボット技
術とITと関連付けて研究します。」
（早稲田大学WABOT・HOUSE研究所Wbbより抜粋）
本プロジェクトでは当初より人問と共生するロボット技術の最先端研究
一246一
ロボット技術による地域産業振興のプロセスとその課題にっいて（1）
とともに、地域におけるロボット研究を核にした新産業創出を目指すとい
う二本柱のミッションがあり、その考えが研究所の組織にも生かされてき
た。
　岐阜県側では本プロジェクトは産業振興の一環という位置づけであり、
それゆえに大学に研究をしてもらうことの先には、地元企業や地域社会を
巻き込んだ研究会やセミナーの開催とともに、研究成果や知的財産が岐阜
県内の地域に広がりその成果が何らかの形で新しい産業や新規研究分野創
出によるビジネスヘのインパクトに繋がるといった効果を期待していた。
当時の梶原拓知事が在任中には当初は「早稲田には自由に研究してもらう
といい」という理解で開始したものの、後にこの問題は大きく変貌しプロ
ジェクト全体の方向性を変えてゆくこととなる。
　研究所機能としては4研究グループが構成され、所長の監督の下でそれ
ぞれのグループごとに研究を行う形態をとった。各研究グループには副所
長として早稲田大学の教授が配され研究リーダーとなり、専任教員やプロ
ジェクト資金にて雇用された客員講師、客員研究助手などのスタッフがそ
れぞれ配属された。
　研究グループ名称は「ワボット研究グループ」、「ハウス研究グルー
プ」、「情報通信研究グループ」、「地域交流・産業創出研究グループ」で、
それぞれロボット系、建築系、情報系、地域系という名称で呼ばれること
となる。このWABOT・HOUSEプロジェクトは本プロジェクトに雇用され
る研究員と、所長含め大学と兼任となる専任教員を含めると最大で約30
人の研究員規模になる、人員や研究テーマとしても非常に巨大な産官学連
携の研究プログラムであった。
・ロボットとはイ可か
　ここで問題になるのが「ロボット」の定義である。プロジェクト開始当
初から、社会の中では当然ながらロボットに対する定義やイメージ、文化
的な解釈は非常に多様なものがあったことは課題として認識されていた。
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マンガやSF小説、アニメーションなどが社会のロボット像を牽引してき
たことも事実であり、それゆえにプロジェクト内部でもロボットとは何か
というという問いに対し社会へ向け適切な説明ができない状態であった。
っまりは一様の定義が難しく、結果としてある研究者がロボットだと考え
自身で研究を行い先端的な成果を投入してきたものはみなロボット研究の
範疇に含まれてきたというのが実情であった。
　一方政府においても各省庁ごとにロボット研究やロボット産業振興につ
いては多様な設定がなされていたが経済産業省は2005年にロボット政策
研究会の中間報告書において、人問の代わりとして、または、人間と協調
して働くことの出来る「次世代産業用ロボット」とサービス事業や家庭等
の場において、人間と共存しつつサービスを提供する「サービスロボッ
ト」の2つを次世代ロボットとして設定し、「「センサ」、「知能・制御系」
及び「駆動系」の3つの要素技術があるものを「ロボット」と広く定義す
る」「自動車や情報家電であっても、上記3要素を持つものはロボットの
範疇に入り得ることとなる。ロボットの定義を別の言葉で示すとすれば、
「知能化した機械システム」という表現が適切である。」と記している。
その結果としてロボット技術が搭載された機械や制御機構は全てロボット
であるというユニークな考えに立ちロボット産業の振興と拡張を目指して
きた。本プロジェクトでも同様の考えに立ち活動を続けてきたこともあ
り、本稿でも以下その考えを踏襲してロボットという用語を使ってゆく。
　ロボット研究の一般的な状況としては、元来大学の中でも「ロボット」
という学問領域が存在していたわけではなく、大学の中でも当初は主に機
械工学の制御分野がロボット研究を中心に担っていたが徐々に周辺領域と
連携することで現在のロボット研究が進んだ経緯がある。それゆえ本プロ
ジェクトでも教員、スタッフの出身分野は機械工学、応用物理学、電子工
学、情報工学、建築学、社会学、経済学、芸術学など多様となり、ロボッ
ト研究の最先端の状況を反映した、非常に特徴ある組織として出発した。
　この中で、筆者は「WABOT・HOUSEミュージアム」の設計という研究
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企画に配属され、アーカイブ機能や地域向け啓発事業、さらには広報作業
に従事しながら地元企業や地域社会との連携のための「場の創出」という
テーマでの研究をすすめることとなる。地域系においては、コミュニケー
ションツールの開発などとともにどのように人と人を結びつけ新しいネッ
トワークを構築するかという手法について、幾つかの外部識者の助言を受
けながら進めることを企画し、プロジェクト当初の数年間について研究
テーマとして設定されていた。しかし後にWABOTHOUSEミュージアム
設置企画はプロジェクト予算削減の中で取りやめとなり、同内容のエッセ
ンスを引き継いで岐阜研究所の活用に関する研究テーマに統合され、産官
学連携と地域振興を主たる内容にするテーマヘとつながることとなる。
2．プロジェクト開始までのあらまし
　岐阜県は古くよりものづくりが盛んであり、美濃の手すき和紙、関の刃
物、多治見から土岐、瑞浪を中心とした東濃地方の陶磁器、飛騨の木工に
代表されるように現在の岐阜県域から日本全国に向け多くの生活に必須の
産品を製造販売してきた。明治以後には紡績産業が県南部を中心に発達し
て多くの繊維工場が立地、さらに現在の各務原市に位置する陸軍の飛行場
に隣接する川崎重工業にて戦闘機「飛燕」が製造されるなど航空機、金属
加工産業が集積を始める。戦後には中部地方での自動車産業の隆盛に伴っ
て、大垣、各務原、可児などに自動車製造技術が集積し最終製品としての
自動車製造を行う工場が立地するようになるほか航空宇宙産業の代表格と
して現在もボーイング社や三菱飛行機の機体の主要部分製造を担うなど、
日本の製造業を担う一大拠点として成長してきた、自他共に認める製造業
の地域である。
　しかし、中国など諸外国との競争が激化する中で低廉な量産品を生産す
るという地域特性が裏目となり価格競争に巻き込まれて優位性が徐々に低
下し地域産業が弱体化する事となる。この中で岐阜県としてはものづくり
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の地域という既存の産業構造基盤を維持した上での新たな製造業分野の創
出が求められることとなってきた。
　協定締結当時の岐阜県知事であった梶原拓氏が、新たな岐阜県の地域産
業として「ロボット研究」の導入をすすめる旨提案をし、国内の複数の大
学に連携の交渉をはじめる。岐阜県出身である梶原氏は建設省道路局長、
岐阜県部長、副知事などを経て1989年に岐阜県知事となる。全国知事会
の会長として政府との対決姿勢を示し地方の時代を彩るべく多様な活動を
行い、また『都市情報学』『情報社会を生き抜く一「情場」理論と実践』
などの書籍を執筆するなど地域振興、産業振興のプロフェッショナルとし
ても多くの企画を実行してきた経緯がある。
　岐阜県内の産業振興、特に情報産業の立ち上げには岐阜県大垣市に情報
産業拠点としての「ソフトピアジャパン」を設置して岐阜県として多くの
資源を投入して大垣を全国の情報産業拠点の中心地とするべく支援を行う
とともに、岐阜県内に当時としては非常に先進的な試みであった、高速度
の光ケーブルネットワークによりソフトピアジャパンが核となり県内自治
体を相互に結ぶ「岐阜情報スーパーハイウェイ」の整備を併せて進め、情
報技術の研究を展開する一大拠点として知られるようになる。ソフトピァ
ジャパンにっいても岐阜県は1995年に慶応義塾大学と情報化の促進など
を目的とした協定を結んでおり、研究活動の支援や産官学連携プロジェク
トヘの参画などで慶応義塾大学との協調路線を築いてゆく。
　この時期はソフトピアジャパン以外にも岐阜県内での産業振興拠点立ち
上げの最中であり、各務原市に「テクノプラザ」（当初名称は「VRテク
ノジャパン」）を設置し、そこにバーチャルリアリティやロボットの産業
拠点を置く旨提案をし、整備を進めた。この他に東濃圏域の中心である多
治見市に陶磁器産業のと文化の複合拠点施設となる「セラミックパーク
MINO」、飛騨圏域の中心である高山市に飛騨地方の民俗文化をテーマに
地域振興、観光と地域経済の拠点となる「飛騨・世界生活文化センター」
をそれぞれ設置し、これらによる岐阜県全体としての新たな地域振興、産
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業振興による飛躍を目指していた。
　ロボット技術の国内状況としては、日本ロボット工業会と経済産業省が
新産業としてのロボット技術の導入についてレポートを出し、ロボット、
特に家庭やオフィスに進出して医療や介護、災害救助といった分野で活躍
する「サービスロボット」と呼ばれる分野のロボット技術が新たな産業に
なるという内容が反響を呼ぶ。これに多くの地方自治体が賛同し、先端技
術と地域産業の融合形態によるロボット研究開発による新産業創出を行う
べく、全国各地にて同様の活動が始まっていった。
　次世代ロボットの市場規模の予測としては、本プロジェクト着手時期
に日本ロボット工業会の行った調査（平成13年5月）がある。そこでは
2025年の日本のロボット産業の市場規模は7．2兆円と予測し、中でも当時
は皆無に等しかった生活支援分野が大きく成長してゆくのに対し、当時中
心であった製造業分野については微増の1．4兆円という数字を示している。
・地方自治体によるロボット産業振興の試み
　ロボット産業振興で、全国の自治体の中で先行したのは福岡市である。
福岡市は市内中心部の歓楽街である中洲地区に福岡市が権利を持っ再開発
ビルの地下に2002年7月に「ロボスクエア」を開設した。「ロボットに親
しむ、ロボットを学ぶ、ロボットを創る」を目標に、ロボット技術と市民
が触れ合いセミナーや研究会も開催可能で子供がロボットに触って遊ぶこ
とも出来る複合施設を設置し、ロボット産業振興の拠点として活用する旨
展開を始めた。
　「ロボスクエア」の中には福岡市が連携する大学や企業の研究室が設置
され大学院生らが常駐してロボット技術の研究開発を行うとともに、周辺
の商店街などを巻き込んだロボット技術の実証実験を行い社会への啓発も
兼ねた活動を盛んに続けていた。その後同施設は福岡市百道浜へ移転して
TNC放送会館内にて再オープンし同様の活動を続けている。
　これに神奈川県、岐阜県、神戸市、大阪市などが追随してそれぞれの地
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域産業や文化的な特性を生かした新たな産業振興としてのロボット研究施
策が全国各地で広まっていき、まさに試行錯誤の中で地域企業、大学、地
方自治体によるロボット技術による「産官学連携」がスタートした。各地
域においては地域別の特色あるテーマを設定してロボットプロジェクトを
開始しており、一例としては神戸市は阪神・淡路大震災での被災の経験か
ら「レスキュー・ロボット」をプロジェクトの中心に掲げ推進を図り、大
阪市は「ロボットラボラトリー」という組織を設け地元中小企業の連携を
核として地域でのロボット産業振興の活動を始めてゆく。
　その中で岐阜県は早稲田大学との包括協定を前面に押し出し、ロボット
の技術面での研究成果のみならずロボット技術の社会的課題や文化的課
題、生活様式までを研究として扱い、ロボットと人間が共生する際の住居
設計やロボット技術の環境制御への応用といった広い分野での提案を社会
へ向け行うこととし、4研究グループそれぞれが各地域ごとにプロジェク
トをスタートさせていった。
・2002年春から筆者着任まで
　2002年春、早稲田大学から最初のスタッフが客員研究助手として岐阜
県各務原市のテクノプラザ内の一室に着任する。電話1本と数台の机と
PCとコピー機に岐阜にて採用した研究所秘書が1名という環境であっ
た。
　彼は機械工学科出身のロボット研究者であったが、岐阜研究所における
最初の研究環境づくりと地元企業とのネットワーク構築を行うべく投入さ
れるに当たり、様々な苦労を経験することとなった。大学の資源としては
研究者を保有するわけだが、一般的には地域へのネットワーク構築はロ
ボット研究者としてのスキルとは無縁であり、またその活動はロボット研
究者のキャリアにも基本的には効果を持たない。何より地域企業にとって
ロボット技術をこれから手がけるというのは寝耳に水の状況であり、企業
訪問をするごとに岐阜県がロボット研究による新しい産業振興施策を打ち
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出し早稲田大学と連携を進めている旨説明を繰り返す日々であったとい
う。彼はこういう地域連携事例自体は経験がなかったが、プロジェクトと
しては幸運なことに彼自身の個人的な特性により地域の企業関係者との関
係を良好に保つとともにそれが自分の当初のミッションであることを十分
に理解しており、ある程度の安定した成果を上げることに成功する。
　大学としては協定締結時期に岐阜県と共催で研究グループごとでのキッ
クオフセミナーを開催し、ロボット研究の最先端状況と連携相手と想定し
ていた地元企業への情報提供を行い本プロジェクトヘの参加を呼びかける
事業を行っていた。岐阜県内からの出席企業は延べで200社近くに及んだ
が、残念ながら実際にプロジェクトヘの参加を希望する企業は殆ど現れ
ず、これをどう増加させてゆくかがプロジェクト遂行上の課題として大き
な問題となってゆく。
　この中で、外部の大学の助手を契約任期満了で退任し早稲田大学に戻り
研究室付きの非常勤講師としての研究を行なっていた筆者に、プロジェク
ト要員として岐阜研究所への着任依頼が届く。指導教員から参加を促され
自身の生活上も研究上も非常に有難い話としてほぼ即断にて参加を決め、
2002年10月より早稲田大学WABOT・HOUSE研究所客員研究助手（専任扱
い）に着任する。
　筆者は元々都市論、都市のフィールドワークを専門とし、まちづくりや
都市美学の分野での研究を志向していたためこの依頼については率直には
若干の違和感を感じていたが、指導教員を通じて「岐阜県の梶原知事か
ら、『ロボットの研究所で地域づくりができる人材を一人早稲田大学から
派遣して欲しい』との依頼があった」という言及があり、それは魅力的な
企画だということで納得し岐阜研究所に入ったのは同年11月1日であっ
た。
　採用の際に所長副所長と数度の面談を行ったが、地元企業、地域と大学
研究所を結ぶ役割であることについては指示を受けたが具体の内容にっい
ては殆ど指摘なく、現地に入って行動を開始することとなった。同年7月
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には地域系研究グループで東京側から教員や筆者を含むスタッフが岐阜の
現地に入り企業訪問をし、さらに地元知財の関係者へのヒアリングなど事
前調査を行なってその後の連携展開についての検討を行なっている。
　当初、都市論や芸術分野の研究者が地方所在のロボットの研究所で何が
出来るのかと関係者の中で何度も議論を重ね、「場」というキーワードで
の地域連携を志向するということで合意を見るが、研究所全体としてはそ
の意図を適切には理解ができておらず、また本来のプロジェクト目標とは
ずれて「ロボット研究のために企業と大学との連携を行う」というレベル
での理解にとどまるスタッフもいるなど、決してその検討は満足の行くも
のとは言いがたいものであった。
　その中で、本プロジェクトの客員研究員でもあった橋本梁司武蔵野美術
大学教授（社会学、現在名誉教授）から岐阜へ入る筆者へ、「地方の地域
社会には、コミュニティが成立していれば必ずなりわいと娯楽が存在して
いるので、それを探すつもりで現地に入ってみてはいかがでしょう」との
指摘があり、筆者はこの言葉を胸に岐阜入りしその後10年問の活動規範
として本プロジェクトの関わりを深めてゆくことになる。
　本プロジェクトでの筆者の最初の仕事はプロジェクト紹介映像の作成で
あった。2002年に東京駅前の丸の内ビルディングが竣工しオープニング
イベント第二弾として「A丘er5years」が開催された。そこにて早稲田大
学と岐阜県がロボットや先端技術が支援する近未来の生活を紹介するとい
う企画で、ロボット技術や岐阜県の産品の展示を行なってゆくものであっ
た。会場での上映を行う研究所紹介映像の企画制作を助手への正式雇用の
前からアルバイトの形で進め、ロボットの進化の過程と早稲田大学のロ
ボット研究の成果を込めて企画制作を行った。10月の期間中は丸の内ビ
ルディングでの運営支援に携わり、その後岐阜へ転居し岐阜研究所での活
動に加わった。
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3．研究所立ち上げ期の課題とその解決へ向けた活動
　筆者がテクノプラザの早稲田大学WABOT・HOUSE研究所岐阜研究所に
着任し環境整備を始めた時点で、岐阜駐在の研究員は当初から着任の1名
を加え助手が4人となっていた。東京側での研究活動を行う専従スタッフ
を加えると、大学による産官学連携プロジェクトとしては当時としてはか
なり大きな枠組みが立ち上がっていた。その中で岐阜駐在スタッフは「地
域交流・産業創出研究グループ」（以下「地域系」）の中に位置づけられ、
それぞれの研究テーマを進めつつ、基本的には岐阜の地域社会や地元企業
との連携を進め新しいロボット産業の創出を行うことがそのミッションと
して位置づけられていた。
　しかしながら、プロジェクト当初から現地スタッフは複数の問題に悩ま
されることになる。大学内外複数の学科、研究室からスタッフが岐阜へ派
遣されてくるが、そこでプロジェクト全体のイメージは持たされてくるも
のの、自分たちが岐阜にて行うミッションの共有や理解がなされることは
なく、多くの部分がかなり曖昧なまま現地スタッフに任されることになる
とともに、そこでは議論すらが困難な状況があり課題や意見が集約されて
ゆくことは少なかった。異分野から出向するスタッフ相互に言語が違う、
文化が違うということについても組織として課題を集約対応してゆくとい
うよりはスタッフ個人の資質によりプロジェクト展開を行うことを求めら
れたがゆえに、現地で自分の出来る研究を自由にすればいいものと勝手に
理解したり、自分のサポートをしてくれる人材が外部から来るものと勘違
いしたりするスタッフが続出して混乱をきたし、現地にてこれら問題の整
理を行うべく多くの労力を割くことになった。
　東京側でのプロジェクト運営管理においても、この時点で大規模な産官
学連携プロジェクトを運営するにあたって参加の教員らの間で関係各所で
の明確なミッションの調整や合意がとれていたとは言いがたい。プロジェ
クトを推進するに当たり研究グループごとでの分業システムを導入しては
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いたがプロジェクト全体としての活動が緩慢になったことは否めず、この
部分がプロジェクトの終盤まで影響するとともに、最終段階においては大
学と自治体間での合意自体が不安定な状況になってゆく原因のひとつと
なったとも考えられる。
　またその結果として、本プロジェクトの研究資金を目当てに参加した研
究室からは、スタッフや大学院生の中にもプロジェクトの目標などが浸透
されておらずに、地元企業らとの作業の中でプロジェクト遂行上の撹乱要
素として存在し、プロジェクトの中途でこれら理解に乏しい教員や研究室
へ地域社会との関わり方を指導したり場合によっては担当から外れてもら
わざるを得なくなることも多々あり、本来岐阜の現地にてプロジェクトを
進めるべき労力が削がれてゆく結果ともなった。
・大学、自治体相互の連携基盤の課題
　岐阜研究所立ち上げ期の現地での混乱は大きく、また地元の地域社会で
の大学の受け入れ状況についても決して良好とはいえなかった。岐阜県庁
側としては知事直轄の産官学プロジェクトであり事務局は表向きは支援を
してくれたが、実際には岐阜県議会の理解は捗捗しいものではなく、現地
に入ると県議会の委員会や本会議での議論の厳しさが耳に入るようになり
その状況の難しさも分かってくるが、知事、議会、県組織が一枚岩でな
かったことは当時の大学側としても理解が難しいものであった。
　連携パートナーたる岐阜県側では、当時の梶原拓知事による大学の研究
やロボットヘの理解は大変深かったものの、県庁幹部や事務局スタッフに
よるロボット研究やロボット技術の産業化への理解、さらには産官学連携
の像は覚束ない部分が多かった。それゆえに、本プロジェクトをどう展開
してゆくかについてはその多くの部分を立ち上げ当初から岐阜県庁は大学
側に企画運営を依存してゆく結果となり、このことも後々までプロジェク
トの行方に影響を与えていった。大学側としては知事の指示であれば担当
部局は前向きに理解し連携パートナーたる大学へも積極的に対応してくれ
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るものと考えがちであったが、実際の地方自治体の指示系統は単純ではな
い。知事と議会との緊張関係がある中で事務局は厳しい対応を迫られてい
たことは想像に難くない。
　実際に県庁からの直接的な地元企業紹介は皆無に近く、当初は県外郭団
体のコーディネーターからの情報や、連携を行った企業からさらに他の地
元企業を紹介してもらうなどの手法で何とか連携の枠組みを組み立て、当
初の企業連携による産官学連携の共同研究をスタートさせることとなる。
実際のパートナーとしては岐阜県の技術職員OBである岐阜県工業会、発
明協会岐阜県支部のコーディネーターなどが連携支援を行なってくれた。
彼らはロボット技術の実情にも詳しいとともに、企業を巻き込んでの産官
学連携の難しさとこのプロジェクトの前途多難ぶりについては当初から懸
念を持ちながら支援を行なってくれていたことを記しておく。
　こうして、多くの混乱や困難がある中でそれらを乗り越えることで、約
10社の地元企業の参加を得て、森林作業支援ロボット、後に「Woody」と
呼ばれる大学の研究成果を活用するロボット技術を生み出す連携がまずは
スタートすることとなり、その後には複数の連携事業を開始してゆく。
　本プロジェクト当初の産官学連携の枠組みとしては、岐阜県庁の強い要
望により「岐阜県内所在の企業、大学・研究機関、地方自治体（岐阜県）」
による連携を行うという旨設定をされており、この枠から出ない形での産
官学連携のプログラムづくりを心がけていた。
　しかし現実的には当初から先端技術に関心のある地元企業はすでに県
外、場合によっては海外の研究シーズを用いた新技術の開発を進めている
ことが事前調査で分かっており、あくまで産官学の主体を岐阜県内に限定
するというこのプロジェクトは展開可能性を実施当初から絞り込んでしま
うという意味では早い時点で困難に直面することとなる。また大学がもつ
シーズ技術を岐阜の地域に提供して新たなロボット技術の研究開発を行い
産業化に結びつけるというプロセス自体も実際には無理のある部分が多
く、何よりプロジェクトとして大学の研究成果の共同開発を優先するがゆ
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えに社会的な二一ズの存在しないものを産官学連携にて作り出すという可
能性もあり、産業振興という出口を掲げたプロジェクトとして進めること
の困難を徐々に感じ始めてゆくこととなる。後にこのプロセスを逆転する
ことを提案し成果に繋げ始めるようになるが、研究資金拠出を中心となり
行なってきた岐阜県としてはこの段階ではあくまで岐阜県内で産官学をま
とめるべしというスタンスを変えることはなかった。
　ともあれ、こうして当初の混乱期を何とか乗り切り、問題はあれども体
裁を整えっっ活動の実際をスタートさせていった。
・地域社会との関わりの深化
　元々が研究において都市のフィールドワークを行なっていた筆者は、活
動の枠を岐阜の製造業企業との連携中心で内向きの調整作業をしていては
本来のプロジェクトでのミッションを遂行するのは難しいと考えるように
なっていた。自身の持てる研究能力を活用してプロジェクトの本来の活動
を推進するためには、ロボット産業の支援を行うとともにそれ以外の部分
でも地元の地域社会に関わるべく幾つかの伝手を辿って地元の方々と直接
的にお話を伺うことが必要であり、それによってロボット研究や地元企業
とのネットワークが構築できるようになる、ということである。
　筆者はプロジェクトの一部幹部に内諾を得て、独自で製造業に留まらな
い地域の多様な資源を知り現場にて岐阜の地元の方々との交流を図る活動
をはじめる。これは自分自身の都市のフィールドワークの活動の再開であ
り、前述した橋本梁司先生の言う「なりわいと娯楽」を岐阜で探し始める
旅でもあった。幸い岐阜着任のごく初期に岐阜市内にて地元でのNPO活
動に従事する人々との接点を確保することが出来、その方々にヒアリング
を行い岐阜の地域特性や岐阜におけるネットワーク構築の手法については
多くの助言をいただくことができた。これについては詳しくは後述する。
　そして地元の外部の方々のご意見を頂戴するようになる中で、本プロ
ジェクト遂行上の課題に気づくことになる。研究所自体がロボット研究を
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軸にしていたこともあり、直接にロボット研究に携わる以外のスタッフか
らはなかなか組織全体や運営についての提案をしにくい雰囲気を感じてお
りまた実際提案をしても現地のスタッフ間ではこのこと自体が理解をされ
ることは少なかった。さらにロボット産業振興のためには最短距離で合理
的な連携を構築しようとするロボット研究者がその具体的な活動がなかな
か地域に浸透しない課題を抱えてゆく中で、さらに直接的にロボット研究
の成果やその目的を地域社会にストレートに強くアピールする形で展開を
図ろうとするものの、地元関係者がその分かりにくさやプロジェクトの見
通しが不透明であることに疑問を呈するのを見て、これらが筆者の経験し
てきた建築・都市計画畑での一般的な地域連携、社会連携とは大きく異な
るアプローチ手法であることも感じ始めていた。
　まず、ロボットプロジェクトということから産官学での連携を進める
際に、当然のごとくに企画を大学のロボット研究者が立て、そこに企業
を招き入れるという枠組みの作り方には限界があったと考える。本プロ
ジェクトは実際にはロボット研究者と建築の研究者が当初の枠組みを構築
していたのが特色であるが、ものづくりへの考え方の相違も徐々に明らか
となり、両者の協調は課題ともなっていた。そして大学が持つ技術シーズ
を地域に提供するという構図で本プロジェクトが出来上がっていたことも
あり、どうしても大学側から地域への啓発的な色合いが濃くなるが、元来
そういう大学の先端技術にあまり関心や活用の気付きの場のない中小企業
や市民を引き込み、ロボットでビジネスを行う方向へ仕向けること自体に
も困難な部分があった。何より「最先端のロボット研究」と「地域におけ
る新産業創出」を同じ秩序で展開してゆく上でその間題を突破するだけの
多様性や文化的素地が組織的に内包されているとは考えにくい状況であっ
た。
　そこで、現場の判断で他者の眼をもってプロジェクトの方針をひっくり
返すことを考えるようになる。大学が保有するシーズ研究を地域に提供す
るという型から、ロボット産業育成のためにはソリューションありきで、
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そこに必要な研究や技術を大学や企業で探してゆくという枠組みに変更す
ることで、地域の中から新たなロボット研究企画が立ち上がってくる構図
を描く、というものである。そこで大学の保有する技術の中でどれがその
ソリューションづくりに役立てられるかという考え方で選びなおすという
ことである。
　さらにロボット研究者が地域へ向けロボットについて語る、という設定
も外すことにした。一般的にはロボット研究の地域社会への説明やメッ
セージの提供にロボット研究者は一・部の例外を除けば不得手であったとい
える。ロボット研究者は自分の着手している研究内容や分野を中心に話を
してゆくが、その内容が聴衆には関心があることとは限らないという現実
がある。単純な話であるが、この構図に大学、自治体、企業などの多くの
関係者が当初気づかずに岐阜におけるロボット技術の産官学連携の仕組み
づくりを混迷させていった。
　これにっいては、東京側の首脳と何度も調整を行い大枠での理解は得て
改善を実行に移すことになるが、岐阜側東京側双方で一部スタッフがこの
状況を理解できず組織的に統一が取れず勝手な行動を取るようになり、後
に地域向けに問題を抱えたままで長い期間を経過することとなる。
・地域に入り込む、「自分自身がメディアになる」という意識
　この時点から岐阜県内における本プロジェクトでの活動方針を転換して
ゆくこととした。それは当初の方針を変更し、限定したターゲットの企業
から本プロジェクトに関心を持ってくれるあらゆる人へ広く情報を伝達
し、県外への展開も行うということである。
　当初は連携を想定してターゲットを絞り一本釣りをするように情報提供
を望む岐阜県庁の手法に与したが、それでは現状でロボット技術に関心の
ない企業や市民へ向けてのアプローチが難しいこともあり、とにかく岐阜
県内へ広くロボット研究やロボットの将来像の情報を行き渡らせ、その中
で関心がある人が研究所ヘコンタクトを取れるように仕組みを切り替えて
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いった。端的には製造業企業を中心にした連携を志向する県に対し、大学
としてはロボット技術のユーザーとなる可能性ある企業群を開発側に入れ
込むべく連携対象にするよう企画を変更しつつあった。これら実現のため
に地域と大学を結びつけるための関係づくり、場づくりに腐心をしたが、
その中でも「ロボット産業振興のために情報提供のターゲットを絞るか広
げるか」は最大の議論のわかれる部分となった。
　企業が岐阜県の内外を問わず広くシーズ技術を収集している中で、研究
資金を岐阜県が中心に支出するからということで連携プロジェクトづくり
での制約を自ら設定することについては疑問があり、さらに連携する企業
群の中に一部県外の企業を加え規模を拡大し総合的に新しい産業に昇華さ
せてゆくという道筋も繰り返し提案を行なっていった。ロボット研究の場
合連携先企業は一社とは限らず、また隣県である愛知県はトヨタ自動車の
本社があり自動車産業の拠点であるとともに、トヨタ自動車のロボット開
発の方針を受けて地域的にもロボット研究へ着手する企業や研究機関が増
加し、岐阜県内の企業との交流も盛んになってゆく傾向にあった。しかし
ながら、これについては岐阜県庁側から非常に強い拒否反応が起こるよう
になりあくまで産官学を岐阜県内にてまとめるようにとの返答が返るばか
りであり、後にプロジェクト後期ではこの問題もプロジェクト上での大き
な課題として浮上してくるようになる。
　これら調整に奔走する中で、それまで客員講師（専任扱い）という職位
にて1スタッフとして活動してきたところから、地域向けに肩書きを持っ
て名刺に刷り込み連携担当の責任をもって活動する旨を明示する了解を
研究所首脳から取り付け、「早稲田大学WABOTHOUSE研究所コミュニ
ケーションディレクター」としての活動を開始する。
　この頃から、大学が持つ無用のプライドは極力捨て去ることとし、ロ
ボット研究のみならず早稲田大学の理工系研究全般に関心を持ってくれる
企業や市民をできる限り増やしてゆくことを視野に入れ活動を行うように
なってきた。経済産業省の定義であれば現在の理工系研究の多くの部分は
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ロボット技術の範疇に入り、さらに産業上、地域的な課題などにっいてエ
ンジニアリングが貢献できることの多くはロボット技術が応用可能である
ことに気づいたことがその理由である。そこで、岐阜県内でできるだけ多
くの人に本プロジェクトの情報を伝達し、持ち帰ってさらに周囲に広げて
もらうよう依頼するような仕組みを開発することになる。
　岐阜研究所着任当初から、研究や日々の活動については「岐阜研究所
ニュース」として記録をWbb上に掲載し広く地域さらには東京側へも向
けた情報提供を狙っての掲載を行なっていったが、これについても開始当
初は研究所内でも一部教員を除けば組織内での評価は低いものであった。
　岐阜の企業や市民向けに配布する資料についても再検討を行うようにし
た。配布する研究所パンフレットなどは当初から筆者が制作を担当してい
たが、プロジェクトに関わる研究室に資料提供を依頼すると、海外での学
会発表の資料やパネルがそのまま持ち込まれることが多く、英語や専門用
語、難しい数式が羅列してあり一般の人々には理解不能なものであり、こ
れを配布するというのは地域との連携を考える際には地域社会との連携を
担当する者としては許容しがたいものであった。また「世界的な研究を行
なっている早稲田大学が岐阜に来る」「ロボット技術は高度な研究により
成り立っている」という説明を地域へ向け説明して回ったことで、多くの
企業がそういう高度な研究には加わるのが難しいとして参加に尻込みをし
たという経験があり、情報を整理することなく大学の姿を地域へ晒すこと
でこれ以上評判の悪化を避けるためのものであった。大学の研究や活動は
そのまま地域に提供しても理解を得られるわけではないということであ
る。
　各研究室への具体の指示としては事例として「地元工業高校を卒業して
30年という町工場の社長が分かる内容で記して欲しい」という内容であっ
た。また資料の内容についても「印刷物内から極力専門用語や英語を排除
すること」というものとした。筆者自身がロボット研究の枠外にいたこと
もありこれらは普通の感覚で指摘をしたつもりであったが、関係研究室で
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の認識は芳しいものではなく、一部から筆者について「ロボット研究にふ
さわしくない担当者ではないか」との指摘が研究所首脳に上がったと後に
聞く。これら対応について首脳は粘り強く岐阜研究所からの要請を理解し
聞き入れ続けたことはここに記しておく。これら混乱は大学を地域に開く
ための大きなコストである、と筆者としては理解しながら事業を展開して
いった。
　また「WABOTLHOUSE辻説法」開始は大きな効果をもたらしたもので
あり、以下に特記する。WABOT・HOUSE辻説法は、小学生以上が5人以
上参加してくれれば岐阜県内のどこででもロボット研究と先端技術やロ
ボット産業の未来像について講演をするというもので、筆者がパネル、パ
ンフレット資料、プロジェクターを抱えて県内各地を話をして回る企画で
あった。このWABOTHOUSE辻説法は地域的には好評を得て、地元小中
学校の授業や企業内研修、地域の婦人会や企業の同業者組合の総会、夏休
みの子供向け教室に至るまで大小公式非公式の会合も含め計数十回開催す
ることとなり、延べ数千人の参加者へ直接にロボット技術の特徴やロボッ
ト産業をどう発展させ、ロボットが地域の文化になるまでのストーリーを
お話する場を持つこととなった。
　これにっいて好評を得た要因は、事前に研究所へ屈いたクレーム分析に
より明らかであった。当研究所からプロジェクト説明や啓発の講演に地域
へ送り出したロボット研究者の中に、観客が関心を示さない内容を垂れ流
したり自分の研究内容だけを話してしまい聞き手を怒らせる事例があった
からである。観客は個別のロボット研究を知りたいのではなく、ロボット
の研究が進展してゆくと社会がどう変わるかを知りたいのであり、その理
解の先に初めてロボット研究の産官学連携に加わることを検討するのであ
る。多くのロボット研究者はこの部分においてはその能力を持たず地域の
壁を乗り越えられずにいた。先端を走る研究者が地域にいきなり飛び出し
てもできることはそう多くないということを、多くの傷を得ながら本プロ
ジェクトは組織として学んだということでもあり、そこには都市研究を行
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う研究者の役割があるということも同時にわかってきた。
　ロボット研究者はロボット産業振興を目的とするということで自分の研
究するテーマや研究内容を話しがちであった。当たり前のことのように思
えるが、ロボット研究による地域振興という枠組みであれば、それは中小
企業や地域の市民が求めるものとは限らないというのも事実である。講演
者の派遣をする側としてそれは事前に判断できず、また現場でロボット研
究者が臨機応変に対応することも難しいわけで、「ロボットプロジェクト
だからロボットの専門家に」という先入観を打ち崩すことにより、地域と
の連携の可能性を広げてゆくという仕掛け作りであった。ロボット研究者
の一部には地域連携、地域貢献という考え方が理解できずに自身の利益に
なる活動を優先して行い、プロジェクト全体の目的である「岐阜県におけ
る産官学連携の推進」という枠組みから外れつつあるものも出てくる始末
であり地域貢献に必要な要素として考えるにこの状況は看過できぬもので
あった。
　それまではロボット研究が専門分野ではないということもあり筆者は控
えめに活動をしていたが、この時期から特に広報活動への直接的な参加を
行うとともにロボット研究者による啓発事業を縮小し都市論を専門とする
筆者が対外的な対応を一手に引き受け、対応内容についてロボット研究者
らに指示をするという仕組みをつくり上げることになる。研究活動の岐
阜県内での蓄積や企業と共同研究での直接的やりとりはロボット研究者が
行うが、地域の企業への情報提供やファーストコンタクトの創出、さらに
地域社会や市民とのネットワーク構築は地域系スタッフが行うという整理
であり、これにより単純なトラブルは大きく減少することとなる。ここ
に至り、本プロジェクトは地域政策としてプロジェクト全体の地域社会へ
のプロモーションを優先しその次の段階で二一ズある地域企業や市民へ向
け個別の研究内容や研究者情報を提供するという手法を確立する。　これ
が「コミュニケーション・ディレクター」としての筆者の役割であった。
　大学における地域貢献は分野横断的であり、大学を構成する個別の人物
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の得手不得手を乗り越えてプロジェクトを進めてゆくべきことではある
が、そのプロジェクト全体の利益を考えずに自身のメリットを優先して考
える人物にとってはおそらく地域貢献は不都合な活動であり地域貢献の担
当者はその矢面に立たされる損な役回りでもあるのだと思い知る。筆者か
ら行った提案は組織として考えるにそれまでの一般的な常識とは異なる部
分が多く荒唐無稽で実行が難しいものであったと思うが、本プロジェクト
幹部は一貫して現場の声に耳を傾け理解を示しながら最善の方向に進める
よう助言を繰り返してくれたことは記しておきたい。問題はむしろ個別の
研究室や直接に現場で岐阜の中小企業や市民に関わるスタッフの質の問題
であった。
　大きな目標が明示されている中で自身がどう振る舞いそこに関与し地域
貢献につなげるか、この部分がプロジェクト参画時に適切に指導されてい
ないスタッフや研究室については本プロジェクト終了時までプロジェクト
雇用の客員講師たる筆者が繰り返し指導を行う必要に迫られ、大変難儀し
た。大学として安易に地域貢献事業に多くのプレーヤーを投入すべきでは
ないこととともに、場合によっては一人の無意識なプレーヤーにより、他
のプレーヤーの積み上げた成果が瓦解することもあるという点では、大変
多くのことを学ばされた課題でもあった。組織としての戦略の上に大きな
方向性を共有するという広報の重要性、そして各論として専門分野の成果
の周知を行うというのは後には研究所の方針として位置づけられてゆく。
・議会との関係の悪化と梶原知事の退任
　本プロジェクトが県庁側とくに県議会内で適切な理解を得られない状況
が続くことから、徐々に研究所運営に際して様々な批判を浴びるようにな
る。
　2004年7月2日の岐阜県議会定例会において、県議会議員から知事へ
の質問として本プロジェクトについて「何のために、どのような目的で、
このような家まで建てられたのか、何を行おうとしているのか、よくわか
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りませんでした」という批判を受けることとなる。この際には当時の梶原
拓知事の答弁により詳しい解説をされ一旦落ち着くことになるが、これは
同年4月27日に岐阜県議会農林商工委員会視察にて早稲田大学WABOT
HOUSE研究所を見学した際に説明対応したスタッフが自身の詳しい研究
説明をしてしまい、県議会議員へ向け彼らが求めていたプロジェクトの意
義や将来像を適切に説明できなかった結果として招いたことでもあった。
　また2005年に愛知県にて開催された世界万国博覧会「愛・地球博」に
て、岐阜県は中部地方9県と共同で「中部千年共生村」というパビリオン
を設置しそこにブースを設け展示物と映像によるディスプレイを企画し、
出展内容について早稲田大学への出展と製作協力依頼をしてきた。
　展示物は早稲田大学WABOTHOUSE研究所が開発した木登りロボット
「Wbody」と岐阜県生産技術研究所（当時）が開発した二足歩行ロボット
「ながら一2」であり、岐阜県の紹介映像とともにブースを構成した。
ブースではロボット技術を会期期間中継続して動かすことが困難であった
ことからどちらも静態展示とし、その代わり技術的な特徴などは映像にて
表示することとし、岐阜県の歴史的経緯や文化的風土、産業の状況の紹介
などと織り交ぜ筆者と角井英司早稲田大学客員講師（当時、故人）とで共
同制作した約15分のハイビジョン映像を上映した。
　2005年3月19、20日の両日、同年3月25日開幕の愛知万博『愛・地球
博』内覧会が開催され、筆者を含めたスタッフが会場で来賓への説明を
行った。その際に、視察に来訪した岐阜県議会議員の一行から「こんなも
の役に立つわけないじゃないか！何で展示物が歩かないんだ！」などと罵
声を浴びることとなる。議会における知事と県議会議員との緊張関係を垣
間見るとともに、大学による地域貢献の姿が理解をされていないというこ
とに再度気付かされる瞬問でもあった。
　これに遡る半年ほど前の2004年9月、一部メディアが知事が翌年の選挙
への立候補を取りやめるという「梶原知事勇退」の報道を流す。直後の同
年9月11日、岐阜メモリアルセンターにて開催された「ものづくり岐阜テ
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クノフェア」にて、会場を視察した梶原知事が会場退出の前に本プロジェ
クトのブースヘ歩み寄り、耳元で「退任することにしたんだが、きちんと
問題ないようにしておくから」と一言残し、会場を去っていった。
　梶原知事退任により、様々な困難が迫り来ることを予感させる万博内覧
会となり、そしてその懸念はプロジェクト後半に進むにつれ現実化してゆ
くこととなる。
・地域の人々との出会いと連携への支援
　「なりわいと娯楽」の指摘を胸に、業務として携わるロボット技術によ
る地域産業振興というなりわいの構築の研究と対になる、地域生活の楽し
み、娯楽の部分を探しに筆者は地域を歩き始めることとなる。
　その中で、岐阜市内では不採算路線となっていた名鉄岐阜市内線など3
路線（旧美濃電気軌道）存廃問題に関わっていた岐阜工業高等専門学校の
廣瀬康之専任講師（当時）と出会う。本プロジェクトに関する意見交換
とヒアリングを行いに岐阜高専を訪問したところ激励を受け岐阜県内の産
官学連携関係者のみならず地域づくりに関しての多様なプレーヤーをご紹
介いただき、このことは大きく本プロジェクトの方向性を変えてゆく。廣
瀬氏は土木構造工学を専門とする研究者であるとともに、市民団体「岐阜
まちづくりネットワーク」を主宰し政策提言や具体の市民活動などを展開
するなど岐阜県におけるNPOや市民活動実践の先駆者であり、岐阜県内
の中間支援組織であるNPO法人「ぎふNPOセンター」の設立に尽力し
開設時の副理事長に着任するなど地域支援に貢献した岐阜地域のキーパー
ソンである。
　筆者自身も岐阜着任以前から学会活動などで地域支援の市民活動などに
携わっていたことからNPOの活動フィールドには親近感をもっており、
本プロジェクトでの問題を共有するに廣瀬氏は適切な人材であった。
　こうして岐阜において本プロジェクトにおける研究、連携活動とともに
地域のNPOや市民との連携活動が筆者の中で並行して始まってゆくこと
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となる。「ロボットの研究でなぜNPOや市民活動の内容が必要か」とい
うことについては大学内でも疑問が呈され、そしてパートナーである岐阜
県にも理解を得られず非常に困難を極めることとなり、一時は本務たる産
業振興活動と切り分けて全く別の活動として進めることとなる。しかしな
がらそのプロセスにおいて地元の市民活動の効果として地域向けの企業や
人的ネットワーク構築に良い影響があると大学側が理解を示していったこ
ともあり、後には廣瀬氏に早稲田大学WABOTHOUSE研究所客員研究員
就任を要請し快諾いただくと共に、地域向け連携活動も本プロジェクトの
研究の一環として推進をしてゆくこととなる。
　なぜ地域連携活動を推進することで本務たる企業連携や産官学連携創出
に効果があると考えたかにっいては、岐阜の地域の構造が徐々に明らかに
なってきたことが理由としてある。
　地方の地域社会では一般的なことであるが、地元の政財界関係者や文化
活動を行う人々は、その本務とは別に一方で多くの地域活動に密接に関わ
る人材としての評価をされることが多い。製造業企業の社員や自治体関係
者が別な顔としてNPOの構成メンバーであったり地域支援のブレーンと
して活動しているというのはごく普通の姿であるが、そのことは当時は大
学側で一般的な知見として理解されていたわけではない。さらにその構造
には地域外から関わることはなかなか難しい。要は、東京から先端技術を
いくら抱えて岐阜の地域に持ち込んだところで結局は他所の人間でしかな
く、地域の中にある地域の活動を司る根幹のネットワークにはアクセスで
きていないわけである。そして、本来は地域的なパートナーとしての県庁
組織も地域の中で万全の信頼を得ているとは言えず地域の状況や情報把握
についても必ずしも高い能力を持っているわけではないために、県庁とは
別な情報源やネットワークを本プロジェクト独自で確保してゆかねば地域
の本音の部分にアクセスすることは非常に難しいことも理解をするように
なる。何より、NPOや市民団体のもつ視点の多様性は地域とのっながり
を確保するに、魅力的なものであった。
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　ここに至り、梶原知事からプロジェクト当初に早稲田大学へ向け研究員
の条件として「岐阜に住む人材を」との言葉が発せられた意味が筆者の中
で明確になる。その点では大学教員としてではなく一市民として岐阜地域
の多様な活動に関わるようになったことで、副次的効果ではあるが岐阜の
地域社会の中に岐阜県内の堅牢な人的ネットワークが構築され地域の姿が
見えてきたことは大きいものであった。
　そこで、地域へ向け表面的に情報提供するのではなく、広く情報を伝達
する中で適切な箇所の方々が自分たちに必要なものであると理解できるよ
うなレイヤーにて情報を伝え、ピンポイントで親密な場を設けそこで連携
に至る思考の場を設けることを考えてゆくようになる。これは実は都市政
策における「まちづくり」や「地域支援」のワークショップや場づくりの
手法などによく似たものである。
　先端技術という非常に特殊で専門家が堅牢な立場を保った分野であるが
ゆえに専門外の者が口出しをしにくい状況にあり、ロボット研究の成果を
地域に提供するという一本槍の手法が当然と考えられててプロジェクト初
期には活動をしてきたが、現実にはロボット研究の最前線を地域に見せ
「ロボットの啓発」で岐阜地域の企業や市民の間を回る限り、地域のロ
ボット研究を将来的に担うであろうキーパーソンに出会える保証はない、
ということにも気づいてゆく。地域のことを考える場には、担い手となる
キーパーソンの存在がある、というのはまちづくりにおいては当然のこと
である。要はロボット技術による地域の新産業創出をまちづくり的手法で
行おうという発想の転換に至るわけであり、ロボット研究や技術の二一ズ
を発見できる人を覚醒させてゆくためのその課題発見の場をつくるために
動き始めたということである。
　このことについて、大学内のロボット研究者もパートナーたる県庁の担
当者も理解できないようであったが、これはまちづくりに携わる者であれ
ばすぐに分かることであった。そこで「地域を変えるプログラム」として
のWABOTHOUSEプロジェクトを全面に押し出し周囲に向け説明をする
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ようになり、岐阜県内の企業関係者を筆頭として財界人、政治家、文化
人、そして何より地域を変えてゆこうとする一般の市民の皆さんに直接話
しかけることの出来る貴重な場を自ら創りだすことに労力を傾けてゆくよ
うになる。これらの活動こそ「なりわいと娯楽」がリンクしている、まさ
に岐阜の生きた場を経験したあかしであったといえる。
　それまで県の準備した、県側の声掛けによって企業を集めた会合への出
席や県の外郭団体紹介による企業訪問は日常の活動として続けていたが、
そこに産官学連携におけるプレーヤーの存在を見出すことは難しく、成果
創出には限界が見えていた。本プロジェクト自体が出口の見えない未知の
ものであり、県の担当者としては努力をしたのかもしれないがこの状況で
はその手法を継続していてもおそらく成果にはならなかったであろう。率
直に言えば、県が連携企業の状況をグリップしている場は連携内容が継続
するものは多くなかったとも考えている。
　そして何より、岐阜の地域の中で「ロボット」というワードが拒否反応
が強かったことが予想外の困難を引き起こした。プロジェクト開始時から
内部でも課題としては認識されていたことだが、ロボットといえば二足歩
行や人間型というイメージは社会に広く流布していったわけだがロボット
技術を産業化してゆくには社会の中で定着したこのパブリックイメージを
乗り越えねば出口は見えてこない。しかし多くの一般の人々にとってはロ
ボットとは歩くものであり人問のような外見をしているものであり、その
シーズ技術を提供することで地域にて新産業を創出するというスキームは
余りにハードルが高く、産官学連携に持ち込む前にそのロボットのパブ
リックイメージを解消しながら新たな像を構築してもらうべく中小企業が
取り組む課題を切り分けて容易なものにしてゆく必要に迫られ、これを実
行してゆくこととなった。
　こうして、ロボット啓発のためにはあえて一旦ロボット分野から離れる
必要性を痛感し、地域情報、まちづくりなどの手法から社会構造を変えて
ゆくためにロボットを活用し、新しい産業を立ててゆくというストーリー
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を早稲田大学としては導き出したわけである。
・岐阜研究所の建設、竣工
　本プロジェクトでは、テクノプラザ内の敷地に独自の研究所を建設し、
研究や実験の拠点とするべく建築計画が進行していた。建屋は大きく3棟
に分かれており、「人間の家」としてのA棟、「人間とロボットの家」と
してのB棟、「ロボットの家」としてのC棟が計画されそれぞれ実際に竣
工し使用を開始した。名称は「岐阜県ロボットプラザ」と名付けられ、そ
こに早稲田大学WABOTHOUSE研究所が入居し研究活動を行うというこ
とで役割付けられてゆく。
　この研究所は単なる研究所ではなく、ロボット研究や技術の実証実験を
行うショールーム、ミュージアム機能を担うという計画であり、大きなガ
ラス張りで外部からも研究状況がよく見えるという一般の研究所からはか
なり珍しい設計原理で建設された建築であった。これらも早稲田大学理工
学部建築学科の研究室が設計を担当し、ロボットと人間の未来という難
しい課題を研究する器としての建築の設計に取り掛かった。2002年11月
22日には建設予定地において所長はじめ研究所幹部、岐阜県幹部、各務
原市長が出席し本プロジェクトの理念を具現化させる植樹式を開催、また
2003年11月19日には研究所地鎮祭を行い岐阜県テクノプラザ本館近くの
県有地に本プロジェクトの研究拠点とする研究所施設の建設に着手。大規
模プロジェクトとしての陣容を整えるべく、拠点整備が始まっていた。
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図　岐阜県ロボットプラザ外観
・経済産業省、各務原市役所との協調した連携活動へ
　この時期には愛知万博への出展や岐阜県内の産官学連携活動の関係で経
済産業省や地元基礎自治体の関係者との意見交換が増えていた。その中で
複数の中部経済産業局や同局と人事交流のあった各務原市担当者との知己
を得る。岐阜におけるロボット産業振興の状況が芳しくないことを伝える
と、他の地域でも同じような状況が起こっており、やはり担当者が連携創
出の上での困難に直面しているという情報が伝えられる。地方自治体と進
める産官学連携プロジェクトでは、特に自治体は国や他の地域での情報や
状況が自分たちを経由せずそこに入り込むことを避ける傾向がある。その
点ではおそらく岐阜県から見ると望まざるチャンネルが本プロジェクトに
出来上がったということでもあろう。
　当時中部経済産業局では中部地方を広域でひとつの経済圏として考える
プロジェクト「Greater　Nagoya　Initiativ」（GNI）が局長の号令のもと推進
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されていた。愛知県岐阜県三重県名古屋市（中部3県1市）がそれぞれの
経済振興策を行うだけでなく、一中部圏がひとつの地域として産業振興を目
指すという考え方で、自治体同士がバラバラに活動するのではなく多くの
課題を共有しながら巨大な経済圏、メガリージョンとして国内外に名古屋
の存在をアピールし産業のみならず都市環境や生活機能の整備までを視野
に入れ世界都市としての名古屋の価値創造を進めた内容である。
　このGNIの特徴は、産官学連携においては産・官・学のどれかが中部
3県1市に所在していればそれはGNIの成果であると評価する点にあ
る。目的が広域名古屋圏における新たな価値創造ということが明確になっ
ており、産官学連携についても中部圏で閉じていなければならないという
狭い価値観にとらわれていないのが中部経済産業局の強みであり、その観
点から中部経済産業局は本プロジェクトの活用の助言をしてきたわけであ
る。
　経済産業省からの情報が中部経済産業局や各務原市役所を経て岐阜研究
所に直接入るようになり、ここまで直面してきた多くの本プロジェクト上
の問題点が、岐阜県と早稲田大学による自分たちの固有の問題ではないか
と悩んでいたのが払拭され、ロボット技術による地域産業振興施策が共通
の課題を内包していることに気づき、以後全国各地のロボット地域産業振
興の担当者が相互に連絡を取り合い、課題解決や情報共有のために活動を
始め問題除去に動き出すこととなる。
4．梶原知事時代の目指したものとその課題
　ここまで本プロジェクトの設立当初から岐阜県知事の交代、愛知万博へ
の出展といったプロジェクト前期での大きなトピックを記してきた。ここ
までの特記すべきすべき内容は梶原前知事によるロボット産業、研究やそ
の文化への深い理解がある。
　梶原前知事は退任直後の新聞記事にて以下のように指摘し、ロボット研
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究は基礎研究でありそれを地域に導入することで新たな交流の場を設ける
ことが地方自治体の役割であることを明言している。
「地方分権は、科学技術も同じだ。地方には独自の産業がある。例えば東
海地域では、自動車や航空機、工作機械など、ものづくりが盛んだ。ロボッ
トは、こうした地域の特性を新しい産業に結びつけていくのに打ってつけ
のテーマだと考え、国内で最先端の研究機関の誘致をめざした。
　基礎的な研究機関を誘致して何になるのか、という批判は今もある。だ
が、10年先、20年先を考えたら、基礎研究の下支えは重要だ。陶器の絵
付けや縫製ロボットなど、複雑な作業ができるロボットの開発も進んでお
り、誘致の効果が少しずつ現れている。楽しみだ。
　無から有を引き出すのは難しい。材料がいっぱいある現場だからこそ、
異質な人が交流し、新しい発想、発見、発明が生まれる。こうした交流の
場を提供するのも自治体の役割だと、信じている。」
　地域産業振興に長く遇進してきた梶原氏に対し、その後任となった古田
肇知事による本プロジェクト末期のコメントは、これとはニュアンスが変
わっている。
「WABOT」HOUSEは私も何度かお邪魔したことがありますけれども、岐
阜県の産業政策と申しますか技術開発政策と申しますか、そういう中でロ
ボットというものをどう位置付けるかと、それから基礎的な研究と実用と
申しますか、そういったことをどのように考えるかということでございま
す。確か愛知万博にも、岐阜県からロボットを出展しました。比較的実用
に近いのは、チェーンソーロボットといって木を伐るロボットでした。
　（中略）私の問題意識といたしましては、これまでそういう応用編・基
礎編やってきたことを、コストベネフィットを含めてきちっと整理をしま
して、岐阜県としてどこに重点を置いてロボット技術というものを考えて
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いくのかという方向性をある程度きちんと見据えて、重点化する必要があ
るのではないかと思っております。
　例えば、ロボットと人が共生するとどういうことになるかということ
で、ロボットのいる家ということで、そこで人が生活をしてロボットもま
た色々動いているというようなことで実験的な家を作ってやっていました
けれども、こういったことなどもどのように成果を整理して今後のこの政
策にどうつないでいくのかということも、是非私も、具体的にきちっと詰
めたものを提示していただいて、そしてこの先を見据えていくということ
で。
　いわば、色々なことをやってみるというフェーズ（段階）がだいたい終
わりに来ているのではないかと思いますので、どう重点化していくかとい
う観点で、遠からず担当から上がってくるでしょうから、そこでよく議論
したいと思っております。」
　2001年末よりスタートしたこのWABOTHOUSEプロジェクトである
が、スタート時の期待と終了間近の時期の、県政トップの理解の差はこの
コメントからも明らかである。「WABOTHOUSEプロジェクト」が当初
から掲げていたミッションはプロジェクト半ばにて大きく質を変えなが
ら、しかし当初の基本計画通り5年の契約を更新して5年延長し2012年
3月まで継続することとなる。
　契約更新の際に、岐阜県と早稲田大学との話し合いの中でそれまでの研
究テーマについては集約が行われることとなった。岐阜県側の強い要請が
あり当初から設定していた多様な研究テーマが徐々に幾つかの内容に集約
されることとなりそれに伴って複数の研究員が退任しスタッフの入れ替え
が始まる。筆者が担当していた「WABOT・HOUSEミュージアム」課題に
っいてもプロジェクトをめぐる情勢変化から研究テーマの継続が困難とな
り終了し、別途企業連携や地域向け啓発、研究所の将来的な活用企画を検
討するテーマに実質的な研究内容が引き継がれ活動を行うこととなる。
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